
電子申請のご利用案内 
2025.01 



 



目 次 
1 .  電子 申請の概 要  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 

１ - １  電 子 申 請 の 仕 組 み  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 
１ - ２  電 子 申 請 の 主 な メ リ ッ ト  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 
１ - ３  用 語 の 説 明  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 3 

 

2 .  電 子 申 請 の 利 用 方 法 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 4 

２ - 1  電 子 申 請 の 主 な 利 用 方 法 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 4 
２ - ２  利 用 方 法 1  （ 「 e - G o v 電 子 申 請 」 ＋ 「 電 子 証 明 書 」 ） の 特 徴 ・ ・ ・ P . 5 
２ - ３  利 用 方 法 2 （ 「 e - G o v 電 子 申 請 」 ＋ 「 G  ビ ズ I D 」 ） の 特 徴 ・ ・ P . 7 
２ - ４  利 用 方 法 3  （ 「 届 書 作 成 プ ロ グ ラ ム 」 ＋ 「 G ビ ズ I D 」 ） の 特 徴 ・ ・ P . 7 
２ - ５  利 用 方 法 1 ～ 3 の 特 徴 等 の 比 較 表  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 8 
２ - 6  「 電 子 申 請 Ａ P Ｉ 」 を 利 用 す る 方 法 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 9 

 
 

3 .  電子申請の利用準備  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 0 

３ - １  電 子 証 明 書 の 取 得  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 1 
３ - ２  e - G o v ア カ ウ ン ト の 登 録   ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 7 
３ - ３  ブ ラ ウ ザ の 設 定  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 8 
３ - ４  e - G o v ア プ リ ケ ー シ ョ ン の イ ン ス ト ー ル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 1 9 
３ - ５  G ビ ズ I D ア カ ウ ン ト の 登 録  ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 0 
３ - ６  届 書 作 成 プ ロ グ ラ ム の イ ン ス ト ー ル ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 3 

 

4 .  電子申請の利用手順 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 4 

４ - １  利 用 方 法 1 、 利 用 方 法 ２ の 利 用 手 順 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 4 
４ - ２  利 用 方 法 ３ の 利 用 手 順 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 7 
４ - ３  電 子 申 請 特 有 の 添 付 書 類 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 8 

 
「 問 い 合 わ せ 先 」 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ P . 2 9 



1. 電子申請の概要 

1-1 電子申請の仕組み 
電子申請は、各種の行政手続きを、インターネットを利用して行うもので、図の通り、申請書

の提出や公文書の受取りを電子データにより行います。 
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1-2 電子申請の主なメリット 

 24時間365日、いつでも利用できます。 

 職場や出先・自宅など、どこでも利用できます。 

 書類提出のため窓口へ出向いたり、郵送する必要がないため、交通費・人件

費・郵送料等のコスト削減になります。 

 窓口までの往復にかかる時間や窓口での待ち時間がなく、空いた時間を有効活

用できます。 

 書類を持ち運ぶ必要がないため、書類紛失による情報漏えいのリスクが軽減さ

れます。 
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■ とは 
国が運営するWebサイトです。当サイトを利用して各種の行政手続きを電子申請により行うことができます。なお、利用に際
しては、あらかじめ「電子証明書」または「GビズID（ジービズアイディー）アカウント」の取得が必要です。 

■ とは 

書面申請の場合の印鑑に相当するもので、ファイルタイプとカードタイプがあります。登記所（法務局）等の認証局と呼ば
れる発行機関から利用期間に応じて定められた料金を支払い取得します。なお、利用期間・料金の設定は認証局ごとに異な
ります。詳細は、各認証局のＨＰ等でご確認ください。次の表は、登記所の場合の料金表です。 

 

 

 

 

 

電子証明書は更新制となっており、利用期限が到来する度に新たに取得する必要があります。また、代表者の交代、商号の
変更、事務所の移転等があった場合は失効となるため、再取得する必要があります。利用料金も、その都度発生します。 

■ とは 

国が運営するWebサイトです。当サイトのアカウントは、様々な行政サービスにログインできる機能を有しています。例えば、
このアカウントで「e-Gov電子申請」へログインすることが可能です。そして、その場合は有料の電子証明書を使う必要があ
りません。このアカウントは無料で取得できるため、結果的に電子申請を無料でご利用いただけることになります。 

■ とは 

電子申請用の届書データを簡単に作成することができるプログラム（アプリケーション）で、日本年金機構ＨＰから無料で
ダウンロードできます。 

 

1-3 用語(キーワード)の説明 
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2. 電子申請の利用方法 

2-1 電子申請の主な利用方法 

電子申請は、「e-Gov電子申請」を利用して行う方法と「届書作成プログラム」を利用して行う

方法があります。そして、それぞれ「電子証明書」または「G ビズID」を次のように組み合わ

せて利用します。主な利用方法は、以下の３通りです。（「G ビズID」を利用する場合は、携

帯電話も併せて必要です。） 

「e-Gov電子申請」を利用する方法         

【利用方法1】「e-Gov電子申請」＋「電子証明書」 
【利用方法2】「e-Gov電子申請」＋「G ビズID」（＋携帯電話） 

「届書作成プログラム」を利用する方法 

【利用方法3】「届書作成プログラム」＋「GビズID」（＋携帯電話） 

以下では、この３通りの利用方法の特徴等をご紹介します。 
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2-2 利用方法1（「e-Gov電子申請」＋「電子証明書」）の特徴 

 あらかじめ電子証明書の取得が必要です。取得の際は、利用料金がかかります（有料）。 

 この方法で利用可能な手続きは、雇用保険が28種類、社会保険が約270種類です。 

利用可能な雇用保険手続き（28種類） 

1. ★雇用保険適用除外申請書 

2. ★雇用保険被保険者資格取得届 

3. ★雇用保険被保険者資格喪失届 

4. ★雇用保険被保険者証の再交付の申請 

5. ★雇用保険被保険者転勤届 

6. ★雇用保険被保険者休業開始時賃金月額証明書／所定労働時間
短縮開始時賃金証明書の提出 

7. 雇用保険の事業所設置の届出 

8. ★雇用保険の事業所廃止の届出 

9. 雇用保険の事業所の各種変更の届出 

10. ★雇用保険被保険者関係届出事務等代理人選任・解任届 

11. 未支給の雇用保険失業等給付（求職者給付・就職促進給付）の
請求 

12. 雇用保険の公共職業訓練等受講届及び同通所届 

13. 雇用保険受給資格者氏名・住所変更届 

14. 雇用保険傷病手当の申請 

15. 雇用保険就業促進手当(再就職手当)の申請 

16. 雇用保険就業促進手当(常用就職支度手当）の申請 

17. 雇用保険移転費の申請 

18. 雇用保険広域求職活動費の申請 

19. 雇用保険教育訓練給付(教育訓練給付金）の申請 

20. ★高年齢雇用継続基本給付の申請 

21. ★雇用保険高年齢雇用継続給付（高年齢再就職給付金）の申請 

22. ★雇用保険育児休業給付(育児休業給付金)の申請 

23. ★雇用保険介護休業給付(介護休業給付金）の申請 

24. ★雇用保険被保険者六十歳到達時等賃金証明書の提出及び高年
齢雇用継続給付受給資格確認 

25. ★雇用保険被保険者離職票の再交付の申請 

26. 就業促進手当（就業手当）の申請 

27. 受給期間・教育訓練給付適用対象期間・高年齢雇用継続給付延
長申請 

28. ★個人番号登録・変更届 

 

★印は、利用方法2でも利用可能な手続きです。 

 
 

 電子申請義務化の対象となっている手続きも、この方法で全て利用可能です。「電子申請義務化」につ
いては、次のページをご覧ください。 
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                         「電子申請義務化」リーフレットより抜粋 

 

電子申請の義務化とは 

 

      ⇓ 
 

   特定の法人が 

 

 

 

 

 一部の手続きを行う場合は 

 

 

 

必ず電子申請で行なっていただく 

ことになっています。 
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2-3 利用方法2（「e-Gov電子申請」＋「G ビズID」）の特徴 
 

 あらかじめ「GビズID」アカウントの登録が必要です（無料）。 

 「e-Gov電子申請」へのログインは、「GビズID」アカウントを利用して行います。これにより電子証明書を 

  使う必要がなくなります。 

 ログインの度に、ワンタイムパスワード認証用またはアプリ認証用の携帯電話が必要です。 

  （ワンタイムパスワード認証は2024年度末で廃止される予定です。） 

 この方法で利用可能な手続きは、雇用保険が15種類（4ページ参照）、社会保険が約80種類です。 

 電子申請義務化の対象となっている手続きも、この方法で全て利用可能です（前ページ参照）。 

2-4 利用方法3（「届書作成プログラム」＋「GビズID」）の特徴 
 

 あらかじめ「GビズID」アカウントの登録が必要です（無料）。  

 ログインの度に、ワンタイムパスワード認証用またはアプリ認証用の携帯電話が必要です。 

  （ワンタイムパスワード認証は2024年度末で廃止される予定です。） 

 「届書作成プログラム」は、日本年金機構ＨＰから無料でダウンロードできます。 

 被保険者（在籍する従業員）の基本情報が収録されたターンアラウンドＣＤを管轄の年金事務所から無料で
入手することができます。そして、このＣＤに収録された基本情報を「届書作成プログラム」へ取り込むこ
とで、基本情報の入力作業の手間を省くことができます。 

 この方法で利用可能な手続きは、以下の通り、雇用保険が4種類、社会保険が7種類です。 

【雇用保険】◇資格取得届 ◇資格喪失届 ◇転勤届 ◇個人番号登録届 

【社会保険】◇資格取得届 ◇資格喪失届 ◇算定基礎届 ◇月額変更届 ◇賞与支払届  

◇被扶養者（異動）届 ◇国民年金 第３号被保険者関係届 

 電子申請義務化の対象となっている手続きのうち、高年齢雇用継続給付支給申請や育児休業給付支給申請な
どは、この方法では利用できません（前ページ参照）。 

7 



2-5 利用方法1～3の特徴等の比較表 
 

次の表は、利用方法1～3の主な特徴等の比較表です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

比較項目 
 

利用方法 
電子証明書 

取得する 

アカウント 
携帯電話 

利用可能な 

手続き数 

電子申請義
務化対象手

続き 

利用方法1 
e-Gov電子申請
＋電子証明書 

必要 
（有料） 

e-Gov 

アカウント 
× 

雇用保険 28 

社会保険 約270 

その他 多数 

全て利用可
能 

利用方法2 
e-Gov電子申請
＋ G ﾋﾞｽﾞID 

× 
G ﾋﾞｽﾞID 

アカウント 
必要 

雇用保険 15 

社会保険 約80 

その他 

全て利用可
能 

利用方法3 
届書作成ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ＋ G ﾋﾞｽﾞID 

× 
G ﾋﾞｽﾞID 

アカウント 
必要 

雇用保険 4 

社会保険 7  
一部利用不

可 
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2-6 「電子申請ＡPＩ」を利用する方法 
 

利用方法1、利用方法2のように「e-Gov電子申請」を利用する場合は、図の通り、電子申請ＡPＩ（市販の労務
会計ソフト等）と連動させて利用する方法もあります。費用はかかりますが、一部の手作業を自動化できる等、
更に利便性が向上します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電子申請ＡPＩの特徴等の詳細情報は、各取扱事業者へご確認ください。また、これらの電子申請ＡPＩをお使
いの際は、当該製品の取扱説明書等をご参照ください。 
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3.電子申請の利用準備 

利用準備 
 

利用方法 

① 電子証明書
の取得 

② e-Govｱｶｳﾝﾄ
の取得 

③ ﾌﾞﾗｳｻﾞの設
定 

④ e-Govアプリ
ケーションのイ
ンストール 

⑤ G ﾋﾞｽﾞID 
ｱｶｳﾝﾄの取得 

（＆携帯電話） 

⑥ 届書作成プ
ログラムのイン

ストール 

利用方法1 
e-Gov電子申請
＋電子証明書 

必要 
（有料） 

必要 必要 必要 × × 

利用方法2 
e-Gov電子申請
＋ G ﾋﾞｽﾞID 

× × 必要 必要 必要 × 

利用方法3 
届書作成ﾌﾟﾛｸﾞﾗ
ﾑ＋ G ﾋﾞｽﾞID 

× × × × 必要 必要 

各利用準備の手順は、次のWebサイト内に掲載されているマニュアルや本冊子の掲載ページをご参照ください。 

 

電子申請を利用するためには、以下の表に示した通り、各利用方法に応じて必要な利用準備を行います。 

№ ［利用準備］ ［Webサイト] ［掲載ページ］ 

① 電子証明書の取得 

「e-Gov電子申請」ＨＰ 

10ページ 

② 「e-Govアカウント」の登録 15ページ 

③ ブラウザの設定 16ページ 

④ e-Govアプリケーションのインストール 17ページ 

⑤ 「GビズIDアカウント」の登録 「gBizID」ＨＰ 18ページ 

⑥ 「届書作成プログラム」のインストール 「日本年金機構」ＨＰ 21ページ 
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3-1 電子証明書の取得 
 
電子証明書は、認証局と呼ばれる発行機関が、法人・個人・国・地方公共団体等を対象に発行し
ています。 

番号 認証局（電子証明書発行機関） 証明書の発行 対象者 

1 商業登記に基づく電子認証制度 (電子認証登記所) 法人 

2 AOSignサービス(日本電子認証株式会社) 法人、個人 

3 
TOiNX電子入札対応電子証明書発行サービス 

(東北電力グループ 株式会社トインクス) 
法人 

4 TDB 電子認証局サービス TypeA(株式会社帝国データバンク) 法人、個人 

5 
セコムパスポート for G-IDサービス 

(セコムトラストシステムズ株式会社) 

法人、個人、 

社会保険労務士等士業者 

6 

DIACERTサービスに係る認証局 

DIACERT-PLUSサービスに係る認証局 

(三菱電機インフォメーションネットワーク株式会社) 

法人、個人 

7 公的個人認証サービス(地方公共団体) 個人 

8 
e-Probatio PS2サービスに係る認証局 

(ＮＴＴビジネスソリューションズ株式会社) 
法人、個人 

9 政府認証基盤（GPKI）の政府共用認証局（官職認証局） 国 

10 地方公共団体組織認証基盤（LGPKI）の組織認証局 地方公共団体 

11 e-Probatio PSAサービス（株式会社NTTネオメイト） 法人・個人 
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以下では、電子認証登記所発行の電子証明書（ファイルタイプ）の取得手順をご案内します。 

e-Gov電子申請トップページ内の「利用準備」
をクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

「利用準備」のページを次の画像の部分までス
クロールします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「電子証明書のご案内」画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

「認証局のご案内」画面 
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「商業登記に基づく電子認証制度」（法務省ＨＰ）へ
遷移します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「商業登記電子認証ソフト」をダウンロードしまず。 
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ダウンロードした「商業登記電子認証ソフト」を起動し
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図に示した❶→❷→❸の手順で３つのファイルを作成

します。 

①鍵ペアファイル 

 ⇒鍵ペアファイルパスワードを設定します。 

②登記所に提出する「SHINSEI」ファイル 

 ⇒ＣＤ、ＤＶＤ又はＵＳＢメモリに保存します。        

③登記所に提出する申請書 

 ⇒印刷して紙の申請書を作成します。登記所に登録し
ている印鑑を押印します。電子証明書の利用料金分の収
入印紙を購入し貼付します。 

 

 

 

 

 

 

 

上記②、③の2点を登記所の窓口へ提出し、電子証明書
の発行申請を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダウンロードした「商業登記電子認証ソフト」を起動します。 

図に示した❶→❷→

❸の手順で３つのフ

ァイルを作成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①鍵ペアファイル ⇒鍵ペアファイルパスワードを設定します。 

②登記所に提出する「SHINSEI」ファイル ⇒ＣＤ、ＤＶＤ又はＵＳＢメモリに保存します。        

③登記所に提出する申請書 ⇒印刷して紙の申請書を作成します。登記所に登録している印鑑

を押印します。電子証明書の利用料金分の収入印紙を購入し貼付します。 

 

 
 

 

上記 2点（②、③）を登記所の窓口へ提出し、電子証明書の発行申請を行います。 

「ダウンロード」

をクリック 

② ③ 

収入印紙を貼

付します。 

「SHINSEI」ファイルのみ

を保存します。 
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手続完了後、窓口で電子証明書のシリアル番号が記載さ
れた「電子証明書発行確認票」が交付されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「商業登記電子認証ソフト」を起動します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
   「電子証明書取得」画面 

 

 

 

 

 

「電子証明書取得」画面 

 

「電子証明書取得」画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ①「シリアル番号」、その他の各項目を入力します。  

② [電子証明書取得実行]をクリックするとダウンロー
ドが始まります。 

 

 

ダウンロードした「電子証明書」をパソコンに保存し
ます。 
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ここで紹介した商業登記電子認証登記所が発行する電子証明書のように、認証局からICカード以外の媒体（フロッ
ピーディスク等）で署名用電子証明書の交付を受けた場合、あらかじめ使用するブラウザにインポートする必要があ
ります。 

 

Windows端末における一般的なインポート方法については、「 e-Gov電子申請」トップ ＞ 「利用準備」 ＞ 「電
子証明書のご案内」 ＞ 「署名用電子証明書の一般的なインポート方法」のページをご覧ください。 

 

画面の案内に従いインポートを行います。 

「正しくインポートされました。」と表示されたら完了です。 

 

なお、Mac OSについては、インポートする必要はありません。 
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e-Gov電子申請ＨＰにアクセスして、「利用準備」をクリックします。 

 

      「利用準備」のページを次の画像の部分までスクロールします。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「e-Gov アカウントを登録」をクリックして、「仮登録入力」画面へ進みます。次
の手順で本登録まで行います。 

 

【 仮 登 録 】 「仮登録入力」画面でメールアドレスを仮登録します。 

【メール確認】  受信したメールを開いて、メール文中のＵＲＬをクリックします。 

【 本 登 録 】 「本登録入力」画面で、任意のパスワードを設定して完了です。 

 

詳しい手順は、「e-Govアカウントの登録方法」からご覧いただけます。 

 

3-２ e-Govアカウントの登録 
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3-３ ブラウザの設定 

ブラウザとは、Webサイトを閲覧するために使うソフトのことで、Chrome、Firefox、Microsoft Edge等の種類があり

ます。それぞれのアイコンは、次の通りです。 

    Chrome   Firefox  Microsoft Edge 

 

お使いのパソコンのブラウザの種類に合わせて、設定を行います。 

設定手順は以下の通りです。 

「e-Gov電子申請」ＨＰにアクセスして、「利用準備」をクリックします。 

 

 

「利用準備」のページを、次の画像の部分までスクロールしま
す。 

 

 

 

 

 

 

 

設定手順を確認しながら設定したら完了です。 
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3-4 e-Govアプリケーションのインストール 

お使いのパソコンのＯＳ（基本ソフト）に合わせて、e-Gov電子申請アプリケーションをダウンロードします。 

 

「e-Gov電子申請」ＨＰにアクセスして、 

「利用準備」をクリックします。 

「利用準備」のページを次の画像の部分までスクロールします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（図は、パソコンのＯＳがWindows版の場合です。Mac版の場合は、
右側のボタンをクリックします。） 

 

「インストール手順」に従ってインストールします。完了ボタン
が表示されたら完了です。 
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3-5 GビズIDアカウントの登録 

以下は、法人および個人事業主が「G ビズID」プライムアカ
ウントを登録する場合の手順です。 

 

（府省・地方公共団体の職員が同アカウントを登録する場合
は手順が異なります。詳細は、「G ビズID」ＨＰ内の「手続
きガイド」＞「ご利用ガイド」＞ 「GビズIDクイックマニュ
アルGビズIDプライム編（府省・地方公共団体職員用）」をご
覧ください。） 

  

アカウント申請に必要なものを準備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「G ビズID」ＨＰを利用して「 G ビズIDプライム登録申請
書」を作成します。 

「 G ビズIDを作成」をクリック 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面をスクロールして、申請方法を選択します。以下では、
「書類郵送申請」を選択した場合の手順をご案内します。 

 

 

 

 

「オンライン申請」をご利用いただけるのは、マイナンバー
カードをお持ちの個人事業主のほか、株式会社、有限会社、
合同会社など一部の法人となっています。 

スマートフォン
or携帯電話 

印鑑証明書（法人）/ 

印鑑登録証明書（個人事
業主） 

登録印 
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以下は、「書類郵送申請」の手順です。 

画面をスクロールして、「申請を始める」をクリックします。 

 

 

 

 

 

メールアドレスを登録します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録したメールアドレスにワンタイムパスワードが届きます。
これをワンタイムパスワード入力画面に入力して［ＯＫ］ボ
タンをクリック、「基本情報登録」画面へ進みます。 

 

申請に必要な基本情報、SMS受信用電話番号等を入力して内容
を確認します。 

［申請書作成］ボタンをクリックして、更に次の画面へ進み
ます。 

 

 

「申請書ダウンロード」ボタンをクリックします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

画面に表示された申請書の内容を確認のうえ、印刷します。
（次の画像は法人用の申請書です。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㊟ 手書き修正された申請書は無効となります。修正が必要
な場合は、初めから作り直します。 
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申請に必要な書類が準備出来たら、これをGビズID運用
センター宛郵送します。 

 

 

 

 

 

【送付先】〒530-8532 GビズID運用センター宛 

（郵便番号と宛名のみの記載で届きます。郵便料金は
通常郵便物と同じです。） 

 

 

申請書類に不備がなければ、１週間程度でメールが届き
ます。 

 件名：【G ビズID】G ビズIDプライム登録申請の受付
のお知らせ 

 

 

 

メール文中のＵＲＬを 

クリックします。 

 

登録したSMS受信用電話番号に 

ワンタイムパスワードが届きます。 

 

 

「ワンタイムパスワード入力」画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

「パスワード登録」画面 
① 任意の「パスワード」を
設定します。（パスワードは、
8桁以上の半角英数字・記号
を使用します。） 

②（確認用）パスワードを入
力します。 

③ [ＯＫ]をクリックします。 

 

 

以上で、「G ビズIDアカウントの登録」は完了です。 
 

種 別 申請に必要な書類 

法 人 
・G ビズIDプライム登録申請書(法人) 

・印鑑証明書 発行日より３ヶ月以内の原本（登記所発行） 
 

 

個人事業主 
・G ビズIDプライム登録申請書(個人事業主) 

・印鑑登録証明書 発行日より３ヶ月以内の原本（市区町村発行） 
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3-6 届書作成プログラムのインストール 

日本年金機構ＨＰへアクセスして、「届書作成プログラ
ム」をダウンロードします。 

日本年金機構トップページ ＞ 電子申請・電子媒体申
請（事業主・社会保険事務担当の方） ＞ 届書作成プ
ログラム ＞ 届書作成プログラム（ダウンロードペー
ジ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「届書作成プログラム」をクリックして、ダウンロード
します。 

 

 

 

 

 

ダウンロード後に、次のアイコンが保存されます。この
アイコンをダブルクリックして、インストールを開始し
ます。その後の手順は画面の案内に従います。 

 

 

 

 

 

 

インストールが完了すると、デスクトップに次のアイコ
ンが作成されます。 

 

 

 

 

 

以上で、「届書作成プログラムのインストール」は完了
です。 
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4-1 利用方法1、利用方法2の利用手順 

以下は、利用方法1、利用方法2の一連の利用手順（概要）です。 

 

 

 

 

 

 ㊟1      ㊟2 

  

㊟1 「②ログインしてマイページへ」について 

利用方法1の場合 「e-Gov電子申請」へのログインは「e-Gov」アカウントを利用して行います。 

利用方法2の場合 「e-Gov電子申請」へのログインは「GビズID」アカウントを利用して行います（ログイン手
順は、次ページ参照）。 

㊟2 「⑧電子証明書の添付」について 

利用方法1の場合 「⑧電子証明書の添付」が必要です。 

利用方法2の場合 「⑧電子証明書の添付」は不要です。 

 

 

4.電子申請の利用手順 
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利用方法2の「ログイン」手順は、以下の通りです。 

 

「e-Gov電子申請」トップ画面 

 

 

 

 

 

 

  

 

「e-Govアカウントログイン」画面へ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「GビズIDログイン」画面へ（次の図の①）。 

 

 

以下は、アプリ認証（赤い点線内）の場合の手順です。 

① 「GビズIDアカウント」で［ログイン］します。 

②専用アプリを起動します。（あらかじめ、携帯電話に
専用アプリをインストールしておく必要があります。） 

③アプリ認証を行うとログイン完了です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重要なお知らせ】 

ワンタイムパスワード認証（黒い点線内）は、2024年度
末で廃止となり、アプリ認証に一本化される予定です。 
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利用方法1、利用方法2の一連の利用手順の詳細は、次の「ご利用ガイド」、「e-Gov初心者ガイド（全編）」等をご参
照ください。 

 

■「ご利用ガイド」 

「e-Gov電子申請」トップ≫ヘルプ≫「ご利用ガイド」 

 

 

 

 

 

■「e-Gov初心者ガイド（全編）」 

「e-Gov電子申請」トップ≫ヘルプ≫「e-Gov初心者ガイ
ド（全編）」 

 

 

 

 

「e-Gov電子申請」を初めてご利用の方、久しぶりにご利
用の方向けのガイドブックです。 
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4-2 利用方法3の利用手順 

以下は、利用方法3の一連の利用手順（概要）です。 

 

 

 

 

 

 

一連の利用手順の詳細は、「日本年金機構」ＨＰ内の次
のガイドブック等をご参照ください。 

 

■「電子申請・オンライン事業所年金情報サービス 
GUIDE BOOK（PDF）」 

日本年金機構トップページ ＞ 電子申請・電子媒体申請
（事業主・社会保険事務担当の方） ＞ 「電子申請・オ
ンライン事業所年金情報サービス GUIDE BOOK（PDF）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「操作説明書（簡易版）」及び「操作説明書（詳細
版）」 

日本年金機構トップページ ＞ 電子申請・電子媒体申請
（事業主・社会保険事務担当の方） ＞ 届書作成プログ
ラム ＞ 電子申請（届書作成プログラム） ＞ これから
届書作成プログラムを利用開始する方 

 

 

 

 

 

 

 

 

サイト内では、ご利用案内の動画等もご覧いただけます。
ぜひ、ご活用ください。 
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4-3 電子申請特有の添付書類 
 

次の様式1、様式2は、離職証明書に添付するもので、電子申請の場合に特有の添付書類です。様式は、タイトルを
ネット検索・ダウンロードしてご利用ください。 

様式1「離職証明書の記載内容に関する確認書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この様式は、離職証明書の記載内容について離職者本人の確認を得
られた場合、本人署名のうえ申請書類に添付して提出するものです。 

（スキャナ取込により添付ファイルとして申請書類とともに提出し
ます。） 

 

 

 

様式2「被保険者の確認を得られないやむを得ない理由について
（事業主の疎明書）」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この様式は、離職証明書の記載内容について離職者本人の確認を得
ることができなかった場合、事業主が作成し申請書類に添付して提
出するものです。 

（スキャナ取込により添付ファイルとして申請書類とともに提出し
ます。） 
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「問い合わせ先」のご案内 
  

電子申請に関するご相談・お問い合わせは、次の窓口をご利用ください。 
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ご清聴ありがとうございました。 

 



 


